



































































































































“This agreement will be implemented to reflect equity and the principle of
common but differentiated responsibilities and respective capabilities, in light of
























































































ＥＵ 米国 日本 中国 インド
基準年
1990年 2005年 2013年（2005年） 2005年 2005
期間 2021年～2030年 2025年まで 2021年～2030年 ～2030年 ～2030年
削減目標 40% 26％-28％ 26%
60-65% per unit of 
GDP





N2O, HFCs, PFCs, 
SF6, NF3）
京都議定書規制対
象ガス
京都議定書規制対
象ガス
温室効果ガス
想定と方法論的アプローチ（排出量及び吸収量に関する算定方法とアカウンティング方法）
森林吸収源
森林吸収源の活用法
を検討中（2020年まで
に決定）。
森林吸収源を活用。活
用の際の留意点。
・net-net approachによ
り吸収量算定。
・自然攪乱（森林火災
等）を除外。
・伐採木材製品による
吸収効果も考慮
森林吸収源を活用。
・京都議定書の算定方
法・規則を援用。
不明 2030年までに森林吸
収源における25億トン
～30億トンの追加的な
削減を達成。
国際クレジット
の活用
利用しない 2025年までの目標には
国際的なクレジットを利
用しない
目標設定時には考慮し
ていない。世界的な温
暖化対策への進展に
貢献した数量について
は別途、考慮。
不明
13
COP20を踏まえて各国から提出されたＩＮＤＣがパリ協定のNDCとなる見込み。
（一財）日本エネルギー経済研究所
14
(出所) UNFCCC
http://unfccc.int/files/focus/indc_portal/image/jpeg/fig2exec_syr_update_v27apr2016_905_withlegend.jpg
2℃目標達成に向けた必要な削減量とのギャップ。
2℃目標達成に向け
更に求められる排出
削減量。
さらなる排出削減の必要性
（一財）日本エネルギー経済研究所
民間における取組みの意義
15
A国の
NDC
B国の
NDC
C国の
NDC
企業Dの自主的な
取組み
C国の排出量
B国の排出量
• 民間企業においては、
RE100、EV100等の自
主的な取組みが行わ
れている。
• それぞれの国の排出
量の全てがNDCの規
制対象となっている
訳ではないため、民
間企業の取組みは、
NDCを補完するもの
となりうる。
• 各国の政策（エネル
ギー等）、エネルギー
供給源の構成、需要
の状況を踏まえて実
施する必要性があり。
（一財）日本エネルギー経済研究所
禁転載 16
ご清聴ありがとうございました。
